
 

 令和５年度新型コロナウイルス感染症に係るサービス継続支援事業費補助金交付要綱  

  

（趣旨）  

第１条 山梨県（以下「県」という。）は、障害福祉サービス施設・事業所等（甲府市内に所

在する障害者支援施設等・障害福祉サービス等事業所を除く。以下「施設・事業所」とい

う。）が、新型コロナウイルス感染症の感染者等が発生した場合において、関係者との緊急

かつ密接な連携の下、感染拡大防止対策の徹底や創意工夫を通じて、必要な障害福祉サービ

ス等を継続して提供できるよう通常の障害福祉サービスの提供時では想定されないかかり増

し経費等について、施設・事業所の事業者に対し、予算の範囲内において新型コロナウイル

ス感染症に係るサービス継続支援事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付するもの

とし、その交付に関しては、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第２５号。以

下「規則」という。）の規定によるもののほか、この要綱の定めるところによる。  

  

（定義）  

第２条  この要綱において「通所系サービス事業所」とは、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」とい

う。）及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に定める生活介護、療養介護、自立訓

練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、児童発達支援、医療型児童発達支援及び

放課後等デイサービスを提供する事業所をいう。 

２ この要綱において「短期入所サービス事業所」とは、障害者総合支援法に定める短期入所

を提供する事業所をいう。 

３ この要綱において「入所・居住系施設等」とは、障害者総合支援法及び児童福祉法に定め

る施設入所支援、共同生活援助及び障害児入所支援を提供する施設等をいう。 

４ この要綱において「障害者支援施設等」とは、障害者総合支援法に定める障害者支援施設

及び共同生活援助事業所をいう。 

５ この要綱において「訪問系サービス事業所」とは、障害者総合支援法及び児童福祉法に定

める居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行援護、自立生活援助、保育所等訪問支援及び

居宅訪問型児童発達支援を提供する事業所をいう。 

６ この要綱において「相談支援事業所」とは、障害者総合支援法及び児童福祉法に定める計

画相談支援、障害児相談支援、地域移行支援又は地域定着支援を提供する事業所をいう。 

７ この要綱において「障害福祉サービス等事業所」とは、通所系サービス事業所、短期入所

サービス事業所及び訪問系サービス事業所を総称したものをいう。 

 

（実施主体）  

第３条 本事業の実施主体は、県とする。  

 

（補助対象施設・事業所等）  

第４条 補助金の交付対象となる事業及び施設・事業所は次の各号に掲げる事業の区分に応

じ、当該各号に定めるものとし、補助対象経費は、別添１に掲げるとおりとする。ただし、

障害福祉サービス等報酬又は他の補助金の対象となっているものは補助対象としない。 

（１）障害福祉サービス施設・事業所等のサービス継続支援事業 次の施設・事業所 

ア 利用者又は職員に新型コロナウイルス感染者が発生した施設・事業所 



 

（職員に感染者と接触があった者（感染者と同居している場合に限る。）が発生し職員が

不足した場合を含む。） 

イ 感染者と接触があった者（感染者と同居している場合に限る。）に対応した施設・事

業所 

ウ 感染等の疑いがある者に対して一定の要件のもとに自費で検査を実施した障害者支援

施設又は共同生活支援所事業所（ア及びイに掲げるものを除く。）  

エ ア以外の通所系サービス事業所であって、居宅で生活している利用者に対して、当該

事業所の職員が利用者の居宅等への訪問により、できる限りのサービスを提供した事業

所 

（２）障害福祉サービス施設・事業所との協力支援事業 次の施設・事業所 

ア 前号アに該当する施設・事業所に対し、協力する施設・事業所 

イ 感染症の拡大防止の観点から必要があり、自主的に休業した障害福祉サービス等事業

所に対し、協力する施設・事業所 

２ 施設・事業所ごとの基準単価は、別添２に掲げるとおりとする。 

 

（補助金の交付額）  

第５条 補助金の交付額は、別添２に掲げるサービス種別ごとに定める基準単価又は別添１の

第３欄に定める補助対象経費の実支出額から寄付金その他の収入額を控除した額（以下「所

要額」という。）のいずれか少ない額に別添１の第４欄に定める補助率を乗じて得た額（そ

の額に千円未満の端数がある場合においては、その端数を切り捨てた額）とする。 

２ 前条第１項第１号ア並びに第２号に掲げる施設・事業所であって、特別な事情により補助対象

経費の額が基準単価等を超える必要があるものについて、個別協議を実施し、厚生労働省が特に

必要と認める場合は、当該施設・事業所に係る補助金の交付額は、前項の規定にかかわらず、別

添２に掲げるサービス種別ごとに定める基準単価に上乗せをした額又は所要額のいずれか少ない

額に、別添１の第４欄に定める補助率を乗じて得た額（その額に千円未満の端数がある場合にお

いては、その端数を切り捨てた額）とする。 

 

（補助金の交付申請）  

第６条 補助金の交付を受けようとする法人等（以下「申請者」という。）は、次に掲げる書類に

関係書類を添えて、別に定める日までに知事に申請しなければならない。  

（１）総括表（様式１－１） 

（２）施設・事業所別申請額一覧（様式１－２） 

（３）施設・事業所別個表（様式１－３） 

 

（交付決定通知等） 

第７条 知事は、前条の規定による申請があったときは、当該申請を審査し、補助金の交付の決定

又は不交付の決定を行い、当該申請者に通知するものとする。 

２ 前項の場合において、交付の決定を行ったときは、当該申請時の時に規則第１２条第１項の規

定による報告があったものとみなす。この場合において、知事は、規則第１３条の規定により交

付すべき補助金の額を確定し、当該申請者に通知するものとする。 

 

 



 

（補助金の交付の条件）  

第８条 規則第６条の規定による補助金の交付の条件は、次のとおりとする。  

（１）補助事業者は、補助事業の内容の変更をしようとするときは、変更（中止・廃止）承認申請 

  書（様式２）を提出し、知事の承認を受けること。ただし、補助事業の目的の達成に支障をき

たさない事業計画の細部の変更であって、交付決定を受けた補助金の額の増額を伴わない場合

は、この限りでない。 

（２）補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、変更（中止・廃止）承認申請書（様式

２）を提出し、知事の承認を受けること。 

（３）補助事業が予定期間内に完了する見込みのない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合

においては、速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

（４）補助事業者は、事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につ

いて証拠書類を整理するとともに、当該帳簿及び証拠書類を事業完了の翌年度から５年間保管

すること。ただし、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産がある場合は、保管すべ

き期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日又は減価償却資産の耐用年数等に関する省

令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定める耐用年数（以下「財産処分制限期間」という。）

を経過する日のいずれか長い日まで保管すること。 

（５）補助事業者は、事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後におい

ても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図ること。 

 

（補助金の交付方法）  

第９条 補助金は、精算払とする。 

  

（財産の処分の制限） 

第１０条 補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が３０万円以上の機械、器具及びその

他財産については、財産処分制限期間を経過するまで、知事の承認を受けないで、補助金の交付

の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取壊し、又は廃棄してはなら

ない。 

２ 補助事業者は、前項の承認を受けようとする場合は、財産処分承認申請書（様式３）を知事に

提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 知事は、第１項の承認をしようとする場合において、原則として交付した補助金のうち取得財

産等を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取壊し、

又は廃棄した時から財産処分制限期間が経過するまでの期間に相当する分を返還させるものとす

る。この場合において、知事の承認を受けて取得財産等を処分することにより収入があった場合

には、その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１１条 補助事業者は、補助事業完了後、申告により、補助金に係る消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含む。）には、消費税及び地方消

費税に係る仕入控除税額報告書（様式４）により速やかに、遅くとも事業の完了の日の属する年

度の翌々年度６月３０日までに知事に報告しなければならない。この場合において、補助事業者

が全国的に事業を展開する組織の一支部（一支社、一支所等）であって、自ら消費税及び地方消



 

費税の申告を行わず、本部（本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合

は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うものとする。 

２ 知事に報告があった場合には、当該仕入控除税額の全部又は一部を返還しなければならない。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和５年１１月１日から施行し、令和５年５月８日から適用する。  

２ この要綱は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付決定

を受けた補助金については、この要綱の失効後も、なおその効力を有する。 


